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添付資料 5 

台 湾 営 業 秘 密 法 

1996年1月17日公布 

第 1 条 本法は、営業秘密を保障し、産業倫理及び競争秩序を維持し、社会の

公共利益を調和させるために制定された。本法に規定していないもの

については、その他の法律の規定を適用する。 

第 2 条 本法において営業秘密とは、方法、技術、製造過程、調合、プログラ

ム、設計、又はその他の生産、販売又は経営に用いられる情報であり、

且つ次の要件に符合するものをいう。 

1. 一般的に当該情報に関わる人の知るところではないもの。 

2. その秘密性のため、実際に又は潜在的に経済的な価値を有するも

の。 

3. 保有者が既に合理的な秘密保護措置を採っているもの。 

第 3 条 被雇用者が職務上、研究又は開発した営業秘密は、雇用者に帰属する。

但し契約に別段の定がある場合は、これに従う。 

被雇用者が職務上、研究又は開発したものではない営業秘密は、被雇

用者に帰属する。但し、その営業秘密が雇用者の資源や経験を利用し

たものである場合、雇用者は合理的な報酬を支払った後、当該事業に

おいてその営業秘密を使用することができる。 

第 4 条 他人を出資招聘して営業秘密の研究又は開発に従事させた場合、その

営業秘密の帰属は契約の定に従う。契約に定のない場合は、受任者に

帰属する。但し、出資者は業務上その営業秘密を使用することができ

る。 

第 5 条 数人が共同で研究又は開発した営業秘密の持分は、契約の定による。

定のない場合は、均等と推定する。 

第 6 条 営業秘密の全部又は一部を他人に譲渡する又は他人と共有することが

できる。 

営業秘密を共有する際、営業秘密の使用又は処分につき契約に定のな

い場合は、共有者全体の同意を得なければならない。但し、各共有者

は、正当な理由なく、同意を拒否することはできない。 

各共有者は、その他の共有者の同意を得ず、その持分を他人に譲渡す

ることはできない。但し契約に別段の定がある場合は、これに従う。 
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第 7 条 営業秘密の所有者は、他人にその営業秘密の使用権を設定することが

できる。その使用許諾の地域、時間、内容、使用方法又その他の事項

は、当事者間で定める。 

前項の使用権を設定された者は、営業秘密所有者の同意を得ず、第三

者に当該営業秘密の使用を再許諾することはできない。 

営業秘密の共有者は、共有者全体の同意を得ず、他人に当該営業秘密

の使用権を設定することはできない。但し、各共有者は、正当な理由

なく、同意を拒否することはできない。 

第 8 条 営業秘密を、質権及び強制執行の対象とすることはできない。 

第 9 条 公務員が公務執行の過程で知り得た又は持ち得た他人の営業秘密は、

これを使用又は理由なく漏洩してはならない。 

当事者、代理人、弁護人、鑑定人、証人及びその他の関係者は、司法

機関の調査や審理のために知り得た又は持ち得た他人の営業秘密を使

用又は理由なく漏洩してはならない。 

仲裁人及びその他の関係者が処理する仲裁事件においても、前項の規

定を準用する。 

第 10 条 次に掲げるものは、営業秘密の侵害とみなす。 

1. 不正な手段により営業秘密を取得する行為。 

2. それが前号に該当する営業秘密であることを知って又は重大な過

失によりそのことを知らず、その営業秘密を取得し、使用又は漏

洩する行為。 

3. 営業秘密を取得した後に、それが第 1 号の営業秘密であることを

知って又は重大な過失により知らず、それを使用又は漏洩する行

為。 

4. 法律行為によって取得した営業秘密を、不正な手段で使用又は漏

洩する行為。 

5. 法令により営業秘密を守る義務がありながら、それを使用又は理

由なく漏洩する行為。 

前項の不正な手段とは、窃取、詐欺、脅迫、賄賂、許可なき複製、秘

密保持義務違反、他人を誘引し秘密保持義務に違反させる行為、又は

その他類似の手段をいう。 

第 11 条 営業秘密が侵害された際、被害者は、その侵害の排除を請求すること

ができる。又、侵害のおそれがある場合は、その予防を請求すること

がきる。 
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被害者は、前項の請求をする際、侵害行為によって作成されたもの又

は専ら侵害行為をなすために使われたものの廃棄、又はその他必要な

処置を請求することができる。 

第 12 条 故意又は過失により不法に他人の営業秘密を侵害した者は、損害賠償

の責任を負う。数人が共同して不法に侵害した場合は、連帯して賠償

責任を負う。 

前項の損害賠償請求権は、請求権者がその行為及び賠償義務を負う者

の存在を知った時点から 2 年間行使しない場合は、消滅する。その行

為の開始から 10 年を経過した場合も同様とする。 

第 13 条 前条に従って損害賠償を請求する際、被害者は、次のいずれかを選択

し、請求することができる。 

1. 民法第 216 条の規定によって請求する。但し、被害者がその損害

を証明できない場合は、当該営業秘密を通常の状況で使用した際

に得られるであろう利益から、侵害後に同一の営業秘密を使用し

て得られた利益を差し引いた額を、その損害とみなすことができ

る。 

2. 侵害者が当該侵害行為によって得た利益を請求する。但し、侵害

者がそのコスト又は必要経費を証明できない場合は、当該侵害行

為によって得た収入の全部を、その得た利益とみなす。 

前項の規定により、侵害行為が故意による場合、法院は被害者の請求

によって、侵害状況により、損害額以上の賠償を斟酌し決定すること

ができる。但し、その額は、既に証明された損害額の 3 倍を超えるこ

とはできない。 

第 14 条 法院は、営業秘密に係る訴訟において、専門法廷を設け又は担当者を

指定して処理することができる。 

当事者の裁判に関する攻防が営業秘密に関わる場合、当事者からの申

立を経て、法院が適当と認める場合は、審判を非公開とする又は訴訟

資料の閲覧を制限することができる。 

第 15 条 外国人の属する国が、台湾との間で営業秘密の相互保護に関する条約

あるいは協定を締結していない場合、又は当該外国の法令が台湾人民

の営業秘密を保護していない場合、その営業秘密を保護しないことが

できる。 

第 16 条   本法は公布の日から施行する。 

 

 

 

 




